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担当部署:　教育委員会 生涯学習推進部 青少年育成課　
	処分の概要
	利用許可の取消し等

	例規名
根拠条項
	交野市立児童センター設置条例　第9条第1項(第12条の2において読み替える場合を含む。)

	例規番号
	昭和58年条例第10号

	【根拠条文】
(利用の制限)
第9条　指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可した事項を変更し、許可を取り消し、又は利用の中止若しくは退去を命ずることができる。
(1)　センターを利用する者(以下「利用者」という。)が許可を受けた利用の目的に違反したとき。
(2)　利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則若しくは指定管理者の指示した事項に違反したとき。
(3)　利用者が許可の申請書の記載を偽り、又は不正の手段によって許可を受けたとき。
(4)　前条第3項各号(※)のいずれかに該当するに至ったとき。
(5)　天災地変その他やむを得ない事由により必要があると認めるとき。
(6)　前各号に掲げるもののほか、センターの管理上特に必要があると認められるとき。
2　前項の規定により許可した事項を変更し、許可を取り消し、又は利用の中止若しくは退去を命じた場合において利用者に損害が生じても、交野市及び指定管理者は、その賠償の責めは負わないものとする。

※
交野市立第1児童センター設置条例
第8条　センターを利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。
2　指定管理者は、前項の許可を与える場合において必要があると認めるときは、その許可につき条件を付すことができる。
3　指定管理者は、その利用が次の各号のいずれかに該当するときは、第1項の許可を与えないことができる。
(1)　公の秩序又は善良な風俗その他公益を害するおそれがあると認められるとき。
(2)　センターの建物、設備又は附属設備(物品を含む。)を損傷するおそれがあると認められるとき。
(3)　前2号に掲げるもののほか、センターの管理運営上支障があると認められるとき。

【基準】
根拠条文に同じ。



	備考
	

	指定管理者と協議の上で処分を実施。


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	平成28年7月1日
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